
高齢者生活福祉センター指定管理者の指定に関する協定書（案） 

 

 住田町（以下「町」という。）と〇〇〇〇（以下「〇〇〇」という。）とは、高齢者生活福祉

センター設置条例（平成９年住田町条例第１号。以下「条例」という。）第３条の規定に基づ

き、高齢者生活福祉センター（以下「施設」という。）の指定管理者として〇〇〇を指定し、

施設の管理及び運営を行わせることに関し、次のとおり協定を締結する。 

 （総則） 

第１条 社会福祉協議会は、次条に規定する業務を実施するに当たり、施設及び設備を常に  

良好な状態において管理し、その設置目的に応じて最も効率的に運営するよう努めなければ 

ならない。 

２ 〇〇〇は、高齢者福祉の理念に基づき当該施設の管理運営を行うことにより、公共の福祉

の増進に資することが目的であることを充分に理解し、業務の実施・運営にあたるものとす

る。 

 （施設等の管理及び運営） 

第２条 〇〇〇は、施設の管理及び運営に関し、別添仕様書に基づく指定管理者の業務（以下

「業務」という。）を誠実に実施しなければならない。 

２ 〇〇〇は、業務に係る財産を善良な管理者の注意をもって管理し、業務の運営に 使用す

るものとする。 

３ 〇〇〇は、業務に係る財産を事業運営の目的以外に使用してはならない。ただし、町の承

認を受けたときは、この限りでない。 

４ 〇〇〇は、業務に係る財産の形状、形質等を変更してはならない。ただし、町の承認を受

けたときは、この限りでない。 

（指定期間） 

第３条 指定期間は、令和９年４月１日から令和12年３月31日までとする。 

 （指定管理委託料等） 

第４条 第２条の業務に要する費用については、別途締結する委託契約書により定めるものと 

する。 

 （予算執行計画書の提出） 

第５条 〇〇〇は、予算執行計画を定め、本協定の締結後様式１により速やかに町に 提出す

るものとする。 

 （年度区分） 

第６条 当該協定における年度区分は毎年４月１日から翌年３月31日までとする。 

 （立会い及び指示） 

第７条 町は、業務の実施に関し、関係職員をその作業に立ち合わせ、又は必要な事項を指示

することができる。 

２ 〇〇〇は、前項の指示に従って措置した場合は、その結果を町に報告するものと する。 

３ 〇〇〇は、業務の実施に関し必要があると認める場合は、町の指示を受けるものとする。 

第８条 〇〇〇は、毎月５日までに、次の事項を記載した前月の施設の利用状況を様式２によ

り町に報告しなければならない。 

(1) 利用者数 



 (2) 活動内容 

 (3) その他必要と認める事項 

２ 〇〇〇は、第６条で定める年度終了後、２月以内に事業報告書（様式３）を町に提出し、

町の確認を得るものとする。ただし、年度の途中において指定管理者の指定を取り消された

ときは、その取り消された日から起算して30日以内に当該年度の取り消された日までの事業

報告書を提出しなければならない。 

３ 〇〇〇は、収支に関する帳票とその他事業に係る記録を整備し、常に経理状況を明らかに

しておくとともに、町が必要と認めるときは、その状況を報告しなければならない。 

 （事故報告） 

第９条 〇〇〇は、天災その他の事故により、施設又は設備の全部又はその一部が滅失し、荒

廃し、又は損傷し、若しくはそれらのおそれを予見した場合は、直ちにその旨を報告し、町

の指示を受けなければならない。 

 （委託の禁止） 

第10条 〇〇〇は、業務を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、あらかじ

め町の承諾を受けたものについては、この限りでない。 

 （修繕等にかかる費用の負担） 

第11条 自己の責めに帰すべき事由により施設及び設備を滅失し、又はき損したときの原状復

旧に要する費用及びガラス、給水栓、照明器具等の取替えその他附帯施設の構造上重要でな

い部分の修繕に要する費用については〇〇〇が負担する。 

 （損害賠償） 

第12条 〇〇〇は、自己の責めに帰すべき理由により、町又は第三者に損害を与えたときは、

その損害を賠償しなければならない。 

 （緊急時の対応） 

第13条 本協定期間中、本業務の実施に関連して事故や災害等の緊急事態が発生した場合     

は速やかに必要な措置を講じるとともに、町を含む関係者に対して緊急事態発生の旨を通報

しなければならない。 

 （個人情報の保護） 

第14条 〇〇〇は、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）、行政手続

における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第

257号）の趣旨に即して、施設の管理の業務に係る個人情報の保護に関する規程を

定め、施設の管理の業務に係る個人情報の安全管理のために必要な措置を講じなけ

ればならない。 

２  前項の細目は、別記「個人情報取扱特記事項」に定めるとおりとし、〇〇〇     

は当該特記事項を遵守しなければならない。 

 （関係書類の保持） 

第15条 〇〇〇は、施設の管理運営に関する収入及び支出の状況について、適正に 帳簿に記

帳するとともに、当該収入及び支出に係る帳簿証拠書類については、次年度の４月１日から

起算して帳簿については10年間、証拠書類については５年間保存することとする。  

（指定取消及び停止） 

第16条 町は、〇〇〇が地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という。）第244条の２



第11項の規定により、〇〇〇が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、指定管理者

の指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業務全部若しくは一部の停止を命ずることが出

来る。この場合において、〇〇〇に生じた損害については、町はその賠償の責務を負わない

ものとする。 

 (1)法第244条の２第10項の指示に従わないとき。 

 (2)業務を行う施設の設置目的に反した管理を行っているとき。 

 (3)民事再生法（平成11年法律第225号）、破産法（平成16年法律第75号）の適用、その他         

が施設の指定管理者として業務を継続することが適当でないと認めるとき。 

 (4)刑事事件その他の不祥事により〇〇〇の信用が失墜したと認められるとき。 

 (5)その他〇〇〇が施設の指定管理者として業務を継続することが適当でないと認めるとき。 

(協定の解除） 

第17条 町は、前条の規定により指定を取り消したときは、この協定を解除するものとする。 

(指定管理業務の引継） 

第18条 〇〇〇は、第３条に定める指定期間が満了したとき、又は第16条の規定により指定を

取り消されたときは施設の運営が遅滞なく円滑に実施されるよう、後任の指定管理者等に対

して業務の引継ぎを実施しなければならない。 

 （原状回復業務） 

第19条 〇〇〇は、第３条に定める指定期間が満了したとき、又は第16条の規定により指定を

取り消されたときには、施設又は設備を速やかに現状に回復しなければならない。ただし、

町の承認を得たときには、この限りでない。 

 （協議） 

第20条 この協定により難い事情が生じたとき、又はこの協定について疑義が生じたときは、 

両者協議して定めるものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、両者記名押印して、それぞれ１通を保有  

するものとする。 

 

   令和 年 月 日  

 

              町 

  気仙郡住田町世田米字川向88番地１ 

住田町 

                 住田町長  神 田 謙 一 

 

              ○〇○〇 

 

                 ○○○○〇〇〇〇〇○〇○〇 

                 ○〇○〇 

                 ○○○〇  ○〇○〇○ 


